４　税務情報システム

（１）概要

税務情報システムは、府税の賦課、収納、還付及び滞納整理などの税務業務の標準化・効率化を目的として構築され、ホストコンピュータ系のシステムとクライアント・サーバ系のシステムで構成されている。

府内１２か所の府税事務所、自動車税事務所及び自動車税事務所３分室を専用回線で接続し、それぞれの窓口で税務情報の照会や納付書、納税証明書の交付などを行っている。

　　　また、インターネットによる地方税ポータルシステム（ｅＬＴＡＸ）を利用した法人府民税・事業税の申告受付や自動車保有関係手続のワンストップサービス（ＯＳＳ）を利用した自動車税・自動車取得税の申告・納付を実現するとともに、自動車税のコンビニ収納も利用可能とした納税者の利便性にも配慮したシステムとなっている。

　

①　ホストコンピュータ系

○　税務総合電算システム

・　法人府民税・事業税、個人事業税、府民税利子割、不動産取得税、軽油引取税に関する納税者の情報を一括管理し、課税・収納、決算、諸統計に至る事務を一貫処理し、各府税事務所で税務業務や窓口業務をオンライン端末機で行うシステムである。

・　各税目の事務処理を定型化・標準化することで、事務の効率化を図っている。

・　各税目の課税・収納情報を一元的に管理し、税目間の名寄せ及び過誤納金の充当処理ができる。
○　自動車税電算システム

・　自動車税及び自動車取得税に関する納税者の情報を一括管理し、課税・収納、決算、諸統計に至る事務を一貫処理し、各府税事務所、大阪自動車税事務所及び大阪自動車税事務所３分室で税務業務や窓口業務をオンライン端末機で行うシステムである。

・　府税事務所及び大阪自動車税事務所３分室においては、来庁者がタッチパネルを操作して､自動車税納税証明書（継続検査・構造等変更検査用）を受け取ることができる納税証明書自動発行機を設置している。

・　インターネットから利用できる電子申請システムで受け付けられたデータを基に、住所変更処理を行っている。

・　各コンビニで納付された収納データに基づき収入消込処理を行っている。

②　クライアント・サーバ系

○　滞納整理支援システム

・　 納税交渉から滞納処分及び換価に至る滞納整理事務に必要なデータを蓄積し、進捗状況の把握や、滞納処分に必要な帳票（差押調書や登記嘱託書など）の作成を行っている。

○　自動車取得税審査システム

・　証紙徴収に係る自動車税及び自動車取得税の申告税額の審査と、納付書及び申告書データの作成を行っている。

○　完納車両検索システム

・　自動車税電算システムの障害時に、自動車税納税証明書（継続検査・構造等変更検査用）発行に対応するため、自動車税完納車両データを各事務所に設置しているサーバに定期的に送信・格納し、オンライン端末機から自動車税が完納されているかどうか確認を行うことができる。

○　地方税電子申告システム

・　インターネットを利用して、法人府民税・事業税の申告を電子的に行うことができるシステムであり、納税者の利便性の向上を図るとともに、申告書の受付事務や税務総合電算システムへの入力事務の省力化を図っている。

・　申告書の作成、送信、受付等の機能については、全国の都道府県及び政令指定都市で共同開発・運営している地方税ポータルシステム（ｅＬＴＡＸ）を利用している。

○　自動車保有関係手続のワンストップサービス（ＯＳＳ）

・　当該サービスは自動車を購入する際に必要な各種行政手続（警察への保管場所証明（車庫証明）の申請、運輸支局への登録申請、自動車税事務所３分室への自動車税及び自動車取得税の申告・納税など）が、インターネットを利用して、一括して行うことができる国土交通省、警察、都道府県等で共同開発・運営しているシステムである。

・　自動車税・自動車取得税の申告書の作成、提出、納税等について、当該サービスを利用することにより、納税者の利便性の向上を図るとともに、申告書の受付事務や自動車税電算システムへの入力事務の省力化を図っている。

③　共通の特徴

・　取り扱う税目の担当者毎にデータのアクセス制限を行い、個人情報の保護やデータの不正使用を防止している。

・　オンライン端末機には、壁紙・スクリーンセーバーの統一、ＵＳＢ接続機器の接続及びソフトウェアのインストールの禁止等、税務情報システム独自のセキュリティ対策を実施している。　

（２）経過

昭和40年度
企画部電子計算室において、自動車税課税システム、法人二税統計システムの運用を開始

昭和43年度
個人事業税課税システムの運用を開始

昭和46年度
総務部税政課に税務専用コンピュータを導入し、オンライン機能を有する自動車税トータルシステムの運用を開始（自動車税課税システムを再構築）
昭和48年度
個人事業税システムの運用を開始（個人事業税課税システムを再構築）
昭和56年度
法人二税システムの運用を開始（法人二税統計システムを再構築）
昭和63年度
税務総合電算システムの運用を開始（法人二税・個人事業税システムは再構築）
平成 ７年度
自動車税電算システムの運用を開始（自動車税トータルシステムを再構築）

平成11年度
税務情報化基本指針を策定

平成12年度
府税事務所を再編成（21府税事務所 → 12府税事務所）

端末機をオンライン専用機からパソコンに変更し、各事務所にサーバを導入し、税務ＬＡＮシステムを構築　

（平成13年1月）本庁に1人1台の端末機配置を実現

平成13年度
滞納整理支援システムの運用開始　（平成13年4月）税務情報化推進計画を策定

平成14年度
（平成15年3月）府税事務所及び自動車税事務所に1人1台の端末機配置を実現

平成16年度
（平成17年1月）地方税電子申告システムの運用開始

平成17年度
（平成17年7月）自動車取得税システムの運用開始
（平成17年12月）自動車税保有関係手続のワンストップサービスの運用開始

（３）システムの規模
（平成２２年３月現在）
	システム名(サブシステム名)
	データ件数

	税 務 総 合 電 算 シ ス テ ム
	法人二税
	２９万６千件
	（法人登録数）

	
	個人事業税
	２１万６千件
	（個人登録数）

	
	府民税利子割
	１万４千件
	（取扱店舗数）

	
	不動産取得税
	３６万９千件
	（課税済件数）

	
	軽油引取税
	２千件
	（特別徴収義務者登録数）

	
	管理・収納
	４２４万件
	（調定件数）

	
	共通
	９２万件
	（納税者登録数）

	
	計
	605万7千件
	

	自動車税電算システム
	２３８万件
	（自動車登録件数）

	滞納整理支援システム
	４５万３千件
	（徴収金件数）

	軽油流通情報管理システム
	３万６千件
	（事業者登録数）

	計
	８９２万６千件


（４）端末機の機種別設置状況（平成２２年３月現在）
	配置場所
	サーバ
	パソコン
	プリンタ
	ＯＣＲ
	納税証明書

自動発行機

	
	
	ノート
	デスクトップ
	計
	レーザ
	インパクト
	高速
	計
	
	

	
	税務室
	5
	98
	0
	98
	6
	2
	-
	8
	-
	-

	府　　　税　　　事　　　務　　　所
	中央
	5
	94
	4
	98
	11
	12
	4
	27
	2
	1

	
	なにわ北
	5
	89
	4
	93
	12
	13
	3
	28
	1
	1

	
	なにわ西
	5
	68
	4
	72
	11
	12
	3
	26
	1
	1

	
	なにわ東
	5
	74
	4
	78
	11
	12
	2
	25
	1
	1

	
	なにわ南
	5
	106
	4
	110
	16
	15
	3
	34
	1
	1

	
	三島
	5
	82
	4
	86
	13
	13
	2
	28
	1
	1

	
	豊能
	5
	64
	4
	68
	10
	11
	2
	23
	1
	1

	
	泉北
	5
	110
	5
	115
	14
	16
	2
	32
	1
	1

	
	泉南
	5
	64
	4
	68
	10
	11
	2
	23
	1
	1

	
	南河内
	5
	57
	4
	61
	10
	11
	2
	23
	1
	1

	
	中河内
	5
	99
	5
	104
	15
	16
	2
	33
	1
	1

	
	北河内
	5
	103
	5
	108
	14
	16
	2
	32
	1
	1

	自 動 車 税

事 務 所
	大阪
	5
	40
	2
	47
	8
	2
	-
	10
	-
	-

	
	寝屋川分室
	5
	10
	10
	20
	2
	8
	-
	10
	1
	6

	
	和泉分室
	5
	8
	9
	17
	2
	7
	-
	9
	1
	4

	
	なにわ分室
	5
	8
	9
	17
	2
	7
	-
	9
	1
	3

	計
	85
	1,174
	81
	1,255
	167
	184
	29
	380
	16
	25
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